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携帯電話の電話番号数の拡大に向けた霞気通信番号に係る制度等の

住り方に関して講ずべき措置について(要請)

携替電話の電話番号数の拡大に向けた電気通信番号に係る制度等の在り方につ

いては、部添のとおり情報通信審議会より答申〈平成 24年3丹1日情通饗第 23号〉

がなされたところである。

答申では、携帯電話の電話番号数の拡大策としての070番号の開放(以下 ro
70番号の開放Jという。)及び携替電話と PHS間の番号ポータピリティの導入

〈以下「番号ポータピリティの導入j という。)が、携帯電話の竃話番号数として

十分な番号容量の確保、携帯意話と PHSの利用者の利便性の向上及び関係事業者

間の競争促進に資するとされ、また、 070番号の開放については遅くとも平成26

年初頭までに開始、番号ポータピリティの導入については平成 26年度内の導入を

自指し、調整に取り組むことが適当との結論が出された。

これを受けて、当省において検註した結果、 070番号の開放及び番号ポータピ

リティの導入に向けて、貴社におかれては、関係事業者と協力し、当該答申におい

て示された下記の事項に闘して適切な措置を講ずることが適当との結論を得たの

で、その皆要請する。

記

1 070番号の開放に関する措霊

以下の点について、平成 24年6月末までに当省に報告するとともに、その後

3か月ごとに、 070番号が利用可能となるまでの問、当省に報告すること。



(1) 070番号の開放に伴う利用者保護に関するもの

070-Cによる携帯寵話と PHSの区別に関する居知の状況

(2)070番号の開放の開始時期に爵するもの

070番号の開放に向けた貴社ネットワークの改修についてのスケジュー

ル及びその進捗状況

2 番号ポータビリチィの導入に関する措置

番号ポータピリティの導入による公正競争の確保に努めるとともに、以下の点

について、平成 24年6月末までに当省に報告するとともに、その後3か月ごと

に、番号ポータピリティが導入されるまでの問、当省に報告すること。

・番号ポータピリティの導入時期に関するもの

ア 番号ポータビリティの導入に向けた貴社ネットワークの改修についての

スケジュール及びその進捗状況

イ 番号ポータピリティの導入に関する崩知の状況

以上



携帯電話の電話番号数の拡大に向けた電気通信番号に係る制度等の在り方について

情報通信審議会(平成 24年3月113情還審第 23号(抄))

第4章携帯電話の電話番号数の拡大策としての070番号の開放について

( 1 )新たな携帯電話の電話番号としてのOAO番号の開放について

(見IJ添〉

このため、中長期的な視点から、携帯電話の電話番号数として十分な番号容量を確保することが

必要である。その際、携帯電話の電話番号数の拡大策として、携帯電話の電話番号である 090及

び080番号を桁増しすることは、携帯電話が多くの国民に普及している現在の状況においては、

ネットワーク改惨や周知に棺当な費用や期聞を要する。従って、桁増しによる対応ではなく、本章

では、現在使用されている 090及び080番号以外のOAO番号の開放について、番号の有効利

用や事業者ネットワーク{こ与える影響、識別性の確保や利用者保護の観点から検討を行い、携帯電

話の新たな電話番号として070番号を導入することが適当としたものである。

イ 070番号の開放について

これらの理由から、携帯電話の意話番号の需要が増加し、現在の電話番号の不足が見込まれる平

成26年初頭以降も、電話番号の不足等により、携帯電話サーゼスの普及や発展に支樟が生じるこ

とがないよう、 070番号を携帯電話に開放し、中長期的な視点に立って携帯電話の需要に対処す

ることが適当である。

(3) 070番号の開放に伴う利用者保護について

このため、毘定電話からの発信の擦の携帯電話と PHS聞のサーゼス・料金に係る違いや、基本

料金内での携帯電話関及びPHS聞の無料通話サービス等については、京i用者から見た場合、基本

的には070-Cにより識別を行うことが可能であると考えられる。よって、科用者に対して、 0

70-Cによる携帯電話と PHSの区別についてしっかりと周知する必要がある。

(4) 070番号の開放の開始時期!こついて

携帯電話の電話番号数の拡大策として、平成24年より、速やかに070番号の PHSとの共躍

による影響等が予想されるサービスへの対応も含めた準備を開始し、遅くとも平成26年初頭まで

には070番号の共用が開始できるよう関係事業者間による準儒や調整等を進めることが適当であ

る。

第5章携帯電話と PHS間の番号ポータピリティの導入について



( 1 )携帯電話と PHS聞の番号ポータピリティの導入について

このように、携帯電話と PHS間の番号ポータピリティの導入は、移動体通信市場における多様

な通信手段の提供に資するとともに、番号ポータピリティの耳元i用者への直接的な便益だけでなく、

携帯電話と PHS間の料金やサーゼス等に係る競争を促進し、番号ポータピリティを車接利用しな

い者に対しても間接的な便益の向上が見込まれる。こうしたことから、携帯電話と PHS障の番号

ポータピリティを導入することが適当である。

携帯電話と PHS閤の番号ポータぜリティを導入した場合、利用者は携帯電話と PHS間の移転

手続きの簡素化により、先に述べたような災害時等において音声サーピスが繋がりやすいことを理

由に、災害時等においてコミュニケーションの重要性から、 PHSへの移転を希望する者にとって

PHSを選択しやすい環境がもたらされると言える。

また、同一番号のまま選択できる移動通信手段が増えることで、移動体通信市壌における多様な

通信方式の利用を容易にし、我が毘の移動体通信市場の発展に資することとなると考えられる。

なお、携帯電話と PHS聞の番号ポータピリティの導入によって、今後の移動体通信市場におけ

る携帯電話と PHSの料金・サービス競争がどのように進展するかについて、総務省は引き続き、

市場動向を注視していく必要がある。

(4)携帯電話と PHS間の番号ポータピリティの導入による公正競争の確保ついて

事業者は、番号ポータピリティの実施にあたっては、特定の事業者との聞で有利または不利な条

件を結ぶことがないよう、公平に番号ポータゼ 1)ティが行われるよう努めなければならない。

利用者利便の観点からは、一部の事業者間においてのみの利用可能とすると、契約している携帯

電話事業者によって PHSへの番号ポータピリティが利用できないことになり、番号ポータピリテ

ィの仕組みが複雑となるなど、和i用者の利便性を損なうため、議帯電話の番号ポータピリティと掲

様、特定の事業者間だけでなく全社によって実施されることが適当である。

(5)携帯電話と PHS間の番号ポータピリティの導入時期について

①070番号の共用開始と番号ポータピリティの導入のタイミング

携帯電話の電話番号の不足に備えて行う 070開放と利用者科使の向上等の観点から行う番号ポ

ータピリティの導入は、事業者によるネットワーク改修の点において重複する点も多いものの、利

用者保護に係る居知や識別の仕組みの導入等、確認すべき点も別途あることから、電話番号の不足

を解消するために阜期に実施すべき 070番号の導入時期とは、必ずしも同時に行うべきとする必

要性はないと考えられる。なお、事業者ごとにネットワーク改修の内容は異なるため、改修を問時

に行うか、別に行うか、いずれが効率的かという点については、基本的には事業者の判断に委ねら

れる。



②携帯電話と PHS間の番号ポータピリティの導入時期について

携帯電話と PHS間の番号ポータピリティの導入にあたっても、①事業者によるネットワーク改

修に必要な期間、②利用者への愚知に必要な期間を考躍することが求められる。

事業者ネットワークの改修に必要な期間に関しては、携帯電話側の PHSへの番号ポータゼリテ

イ機能の実装のほか、 PHSにおいては、既存の携帯竃話の番号ポータピリティの仕組みを新たに

導入する必要があるため、こうした PHS事業者による準備や携帯電話と PHS間の調整等を踏ま

えて、事業者ネットワークの改修に要する期間として、 2~3 年桂度の期間が必要と見込まれる。

関係事業者は、番号ポータピリティ導入を円滑に進めるため、その技術的仕様やコスト等について

早期に明らかにする必要がある。

利用者への周知に必要な期間については、携帯電話と PHS間の番号ポータピリティの導入に伴

い、両サーピスの内容や料金等に関する十分な周知期間をおいて、導入されることが適当である。

このため、総務省や関係事業者は、携帯電話やPけS、固定電話の利用者に対し、携帯電話と P

HS聞の番号ポータピリティの導入に関する題知広報に努めるとともに、準備状況等に係るフォロ

ーアップを行いつつ、平成26年度内の導入を話指し、必要な事業者ネットワーク等の改修や謂撃

に取り組むことが適当である。

なお、最終的に、携帯電話と PHS聞の番号ポータビリティの導入にあたっては、利用者保護の

観点から、第5輩で検討した選択中継サーピスをはじめとする各種サービスに基本的には PHSが

対応するなど、利用者から見て携帯電話と PHSとの識別性に関する混乱が生じないことを条件と

することが適当である。




